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○  不適切事項の多くは、各所属において進行管理や確認を確実に行っていれば防止で

きたものであり、前年より減少したものの、依然として200件を超えている状況は非常に

憂慮される事態でありますことから、改めて各所属においては、根拠法令等の再確認

を行うとともに、事務処理体制の点検を行い、未然防止策の徹底を図る必要がありま

す。 

 

○  特に、国費に係る請求書等の紛失により収入まで１年近い期間を要していた事案、こ

れは国土交通省所管の補助金の収入漏れの事案でございますが、この事案につきま

しては、今後、再発防止策が実効的に機能し続けるよう厳正な運用に努め、事務処理

の不備による同様の事案の未然防止を徹底する必要がございます。 

 

○  また、不適切事項のうち、支払期限の超過の事案は一番多い39か所で見受けられま

したが、その中には、支払手続において口座情報の誤りなどにより振込みができず、

組戻しのための手数料が発生していたものもございました。 

 

○  １件当たりの手数料が少額であるため不適切事項としていないものまで含めますと、

令和７年度における振込不能は県全体で2,000件以上、手数料の総額は約88万円に

のぼっており、所属における入力誤りも一定程度発生していることから、各所属におい

て改めてチェック体制の強化を図るなど、適正な事務の執行を徹底する必要がござい

ます。 


